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平成 26 年（2014 年）12 月 12 日
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大使館からのお知らせ                                                       

教科書配布開始のお知らせ（平成２６年度前期分）

大使館広報文化センターの開館時間について

東日本大震災義捐金受付について

文化行事・大使館関連行事

在ポーランド日本国大使館

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm
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政  治
内  政

シコルスキ下院議長の公費使用を問題視する週刊

誌報道が内政に波紋【８日】

８日付の当地週刊誌「Wprost」は，シコルスキ下院

議長が外相を務めていた際に，外相のための公用

車及び警護があるにも関わらず，下院議員として私

用車で公務を行い，下院から約８万ズロチの公費を

得ていた旨報道した。これを受け，最大野党「法と正

義」（ＰｉＳ）のブワシュチャク院内総務は，シコルスキ

下院議長は議長を辞し，与党・市民プラットフォーム

（ＰＯ）からも除籍されるべきである旨述べ，同下院

議長の責任を追及する姿勢を示した。これに対し，

シコルスキ下院議長側は，閣僚としての仕事と下院

議員の仕事を分けるのは通常であり，適切な形で公

費が支給された旨説明している。

コモロフスキ大統領，グルジア大統領と会談【４日】

４日，コモロフスキ大統領は，ポーランド訪問中の

マルグヴェラシヴィリ・グルジア大統領と会談し，二

国間関係，グルジアの連合協定の枠組みにおけるＥ

Ｕへの接近プロセス，ロシアのウクライナへの攻勢

の文脈における安全保障問題及びモスクワの同地

域への攻撃的な政策につき意見交換した。

スヘティナ外相，フィリピン外相と会談【５日】

５日，スヘティナ外相は，ポーランドを訪問中のデ

ル・ロサリオ・フィリピン外相と会談を行い，二国間政

治・経済関係，防衛産業及び教育分野における協力，

地域安全情勢，ＥＵ・ＡＳＥＡＮ協力等につき意見交

換した。スヘティナ外相は，ポーランドは東南アジア

経済の可能性が発展している状況を注視しており，

アジアのパートナーに対し積極的な政策を実施して

いる旨述べた。

コパチ首相，トルコ首相と会談【８日】

８日，コパチ首相は，ダーヴトオール・トルコ首相と

会談し，二国間関係，地域安全保障（ロシア・ウクラ

イナ紛争及び中東情勢）及び経済協力（投資関係，

第三国市場における共同事業）につき意見交換した。

また両首相は，ワルシャワ市内の大劇場で行われた

ポーランド・トルコ外交関係設立６００周年終了式典

に共に出席した。ダーヴトオール・トルコ首相は，同

式典にて，トルコ政府がポーランド国民に対する入

国査証取得義務を撤廃する決定を下した旨発表した。

９日，ダーヴトオール・トルコ首相は，コモロフスキ大

統領表敬を行った。

コパチ首相，Ｖ４及びスイス首脳会合に出席【９日】

９日，コパチ首相は V４（ポーランド，チェコ，スロバ

キア，ハンガリー）首相及びブルカルテール・スイス

大統領との会合に出席し，ウクライナ危機，エネルギ

ー安全保障及び経済関係を中心に意見交換した。コ

パチ首相は，ウクライナ情勢に関し，ミンスク合意が

維持されていない現状は今後様々なシナリオがある

ことを示している，欧州が団結することが決定的に重

要である旨述べた。Ｖ４首相は，今次会合の機会に，

防衛協力を強化する宣言への署名を行った。

コパチ首相，オバマ米大統領と電話会談【９日】

９日，コパチ首相は，オバマ米大統領と電話会談

を行った。オバマ大統領は，本年９月のＮＡＴＯウェ

ールズ首脳会合で合意した義務を確認すると共に，

米軍がポーランド領土内に必要性に応じて長期間駐

留することを保証した。両首脳は，ウクライナ情勢，

アフガニスタン及びイスラム国の問題等についても

意見交換した。また，オバマ大統領から同９日にＣＩＡ

の尋問に関する報告書が公表されることに言及があ

り，両首脳は，同報告書の公表がポーランド・米国関

係に否定的な影響を与えないことへの期待を表明し

た。

米国上院のＣＩＡの尋問に関する報告書に対するポ

ーランド要人の反応【９日】

９日に米国上院情報委員会が発表したＣＩＡの尋

問に関する報告書の要旨に関し，これまで指摘され

てきたポーランド国内におけるＣＩＡ収容所存在問題

と関連してポーランド国内で注目を集めた。コモロフ

スキ大統領は，報告書はポーランド検察によるポー

ランド国内のＣＩＡ収容所の問題に関する捜査にとっ

て重要な指針になるかもしれない旨述べた。コパチ

首相は，報告書の有用性を見る必要がある，同報告

書の評価は検察当局によってなされる，ポーランド・

米国関係に変化が生じないことを期待する旨述べた。

ＣＩＡの収容所が存在したとされる時期に現職であっ

たクファシニエフスキ元大統領は，９・１１事件後にテ

ロとの戦いの文脈におけるポーランド・米国間の諜

報協力はあり，ポーランドは米国側から米国に協力

の用意がある者からの効果的な情報収集を行うた

めの場所の提供を求められ右に同意したが，拷問に

対する同意はなかった旨述べた。

アフガニスタン派遣部隊の終了【５日】

外交・安全保障
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アフガニスタンのバグラムにあるポーランド軍基地

において，ＩＳＡＦへのポーランド軍アフガニスタン部

隊派遣終了の式典が執り行われた。

１２月３１日にＩＳＡＦの部隊は，カブールにある当

国大使館の閉鎖業務をもって完了し，その後は，１２

０名ほどのポーランド兵士を派遣し，別スキーム内で

主にアドバイス業務を行う。

２００２年から，計２万８千人以上のポーランド兵士

がＩＳＡＦのミッションに参加し，６０億ズロチ（約３０億

円）の支出があった。ピーク時には，２千６百人の兵

士及び軍雇用者とともに２００台の車両及び無人機

を出したほか，ヘリコプター及び輸送用機も出動させ

た。ポーランドは，１万１千人のアフガニスタン兵士，

警察及び一般人を訓練したほか，１千人のアフガニ

スタン兵がポーランドで訓練を受けた。その他，約２

００もの支援プロジェクトを現地住人と実施し，ミッシ

ョンの期間中，ポーランドはガズニー州の責任を負

い，２００８年から２０１４年では，１３０トンの人道支

援物資がガズニー州に届けられた。

マレック・ピエツラク作戦司令官によると，ポーラン

ド軍の撤退準備は以前より継続されており，既に９

９％の機材が既に撤収されている。ポーランドは，ミ

ッション期間中に兵士及び軍関係者４３人の死亡者

及び３６１人の負傷者を出したほか，８台の軍車両，

ヘリコプター３台，無人機３台の損失があった。

ニコルソン・加国防相のポーランド訪問【９日】

ロバート・ニコルソン加国防相がポーランド訪問し，

スヘティナ外相と会談した。 ウクライナの情勢を受

けたヨーロッパの安全保障，イスラム国に対する国

際的な協力，ＮＡＴＯバルト海での警戒及びアフガニ

スタンへの支援について話し合いを行い，スヘティナ

外相は，昨今のＥＵの東及び南側の情勢において両

国の安全保障政策での協力は重要であると述べた

上で，両国は防衛課題に対して共通の価値観及び

意志を持っていると強調した。

ニコルソン加国防相は，ポーランドのＮＡＴＯへの

貢献に謝意を表し，ポーランドの安全保障に対して，

より一層の支援を行う旨約束した。同訪問中に，シェ

モニヤク国防相とポーランド兵及びカナダ兵の合同

演習への視察を行った。シェモニヤク国防相は，ＮＡ

ＴＯウェールズ首脳会合をうけて，ポーランド北東部

にある多国籍兵団の参加国は現在の13カ国から20

カ国になるだろうと述べた。カナダの多国籍兵団へ

の参加について，ニコルソン加国防相は，国内で検

討中であるが，最終的な結論には至っていない旨述

べ，カナダとポーランドの合同演習は，団結して行動

しているＮＡＴＯの姿をロシアに対して示すことができ

ると述べた。

欧州委がデジタル・ポーランド計画を承認【８日】

ＥＵ２０１４年－２０２０年多年度予算において，域

内最大額のＥＵ基金を割り当てられたポーランドが

計画していた「デジタル・ポーランド」を，欧州委が同

国の今期最初のＥＵ基金の運用プログラムとして承

認した。総額２１億７千万ユーロの規模で，ＥＵ地域

開発基金の一部として割り当てられ，主にインターネ

ットの高速回線の整備に使用される。２０２０年まで

に国内中で高速インターネットの使用が可能となり，

地域格差が解消されるとともに，公共サービスのオ

ンライン化が進む見込み。

平均賃金は未だにＥＵ内で低水準【８日】

２０１３年の平均賃金は３，９００ズロチで前年の３，

６５０ズロチより３．５％上昇したものの，英国やドイ

ツの平均である約１４，０００ズロチと比較すると未だ

にはるかに低い金額となっている。公共部門が４，２

３９．３６ズロチと民間部門の３，４６６．９０より高額で，

地域別ではマゾヴィエツキェ県が最高で約５，４００

ズロチ，最低はヴァルミンスコ・マズーリ県の約３，１

５０ズロチとなっている。また，ＩＴ部門は約６，０００ズ

ロチと高額。なお，２０１４年の法定最低賃金は１，６

８０ズロチで，ＥＵ加盟国内第１２位となっている。

高級品市場が拡大【１０日】

２０１４年に１２６億ズロチ規模の高級品市場は，２

０１７年には１４０億ズロチまで拡大すると予想されて

いる。特に宝石・時計類に関しては２５％増，３億６，

８００万ズロチから４億６，６００万ズロチま成長する

見込み。現在７，１００ズロチ以上の高所得者数は８

７８，０００人であるが，２０１７年には１１５万人に達

すると見られており，現在でも高級車に対する需要

は５６億ズロチまで拡大している。

経    済
経済・財政政策

マクロ経済動向・統計

ポーランド産業動向
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１１月の新車販売動向 【４日】

自動車専門調査会社 Samar によれば，２０１４年

１１月の乗用車と商用車の新車登録台数は，前年

同月比０．６５％増の２８，２３９台となった。今年１

月から１１月までの累計では，前月比で１４．６％減，

前年同月比で１２．４％増の３３８，４５０台であった。

同社によれば，この伸びは新車の再輸出により支

えられているとしているものの，その数は昨年に比

べ減少している。また，高級車の販売は，大衆車に

比べ好調で，今年１１ヶ月の累計で前年同期比２４．

３％増となった。

１１月の自動車生産動向【８日】

自動車専門調査会社 Samar によれば，１１月の

ポーランドにおける自動車生産は，前年同月比１．

８％減，前月比では７．１％増の４６，９３４台であっ

た。今年１月から１１月までの乗用車・商用車の生

産累計は５３７，８２８台となり，前年同期比０．８％

減となった。

コンパニア・ヴェングロヴァ社がＣＥＯ代行を氏名 【８

日】

コンパニア・ヴェングロヴァ（ＫＷ）社の監査役会は，

１２月１２日のＣＥＯ選出期限を待たず，ＣＥＯ代行と

して一週間ほど前に 同社に参 画した Krzysztof 

Sedzikowski 氏を指名した。ＫＷ社の経営状況は手

続の終了を待っている状況ではないことから，ＫＧＨ

Ｍやボリシェフ等での経験を有し，ＣＥＯの最有力候

補とされる同氏をＣＥＯ代行として前もって指名したと

考えられている。

なお，鉱山産業に対する政府の救済計画は１２月

末までにまとめられることとなっている。

トゥルフ発電所建設に１０億ズロチを融資【８日】

カルピンスキ国有財産大臣は，ＰＧＥと国家経済銀

行がトゥルフ発電所の建設のため，１０億ズロチに上

る共同融資契約を締結する見込みであると発表した。

また，同大臣は，ポーランドのエネルギー部門にお

ける投資は２０２０年までに１，１４０億ズロチに上り，

そのうち約３００億ズロチは設備の拡張のため，約４

００ズロチはエネルギーの配送にかかるインフラ整

備に用いられることも紹介した。

ＰＧＮｉＧ社とカタールガスとの天然ガス供給に関する

新たな合意【９日】

ＰＧＮｉＧ社は，スフィノウィスチェＬＮＧ基地向けの

天然ガス供給に関し，カタールガスとの間で２０１５

年内に天然ガスが供給されない限りポーランド側に

支払いは発生しない旨契約の変更を行った。これに

より，ポーランド側への天然ガスの供給はＬＮＧ基地

が完成してから行われる。また，長期ガス供給契約

において定められる価格とカタールガスが他へ販売

する際の価格に差が生じる場合にはＰＧＮｉＧ社側が

負担することも合意している。

教科書配布開始のお知らせ（平成２６年度前期分）

現在，当館ホームページ上（http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/documents/kyoukasho26.pdf）にて，平

成 26 年度前期分の教科書配布をご案内しております。対象年齢のお子様がいらっしゃる場合には無料で教科

書を配布しております。受け取りを希望される場合には，その受取方法等をご確認いただければ幸いです。

大使館広報文化センター開館時間

月曜日 9:00 - 19:00 火曜～金曜日 9:00 – 17:00

当センターでは，日本関連行事や各種展示のほか，マンガコーナーを含む書籍の閲覧，本・ＣＤ・ＤＶＤ等の貸

出しを行っています。

イベント情報：https://www.facebook.com/JapanEmb.Poland

問合せ先：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，E メール：info-cul@wr.mofa.go.jp，

住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）

東日本大震災義捐金受付について

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成 27 年 3 月 31 日（火）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm

文化行事・大使館関連行事

エネルギー・環境

大使館からのお知らせ
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〔開催中〕 私の目で見たポーランドの都市【10 月 ～12 月】

ヴロツワフ市にて，ナイーブ・民族アートギャラリー主催による絵画展『私の目で見たポーランド

の都市』が開催中です。阿山真也氏による作品が展示されています。

開催場所：ヴロツワフ市，ul. Kielbasnicza 31 

〔開催中〕 「竹と漆」池田巌展 【10 月 27 日 (月) ～１月 4 日（日）】

クラクフにて，日本美術技術博物館 Manggha 主催による『竹と漆』池田巌展が開催中です。池

田巌氏による竹と漆の素材の魅力をひきだした作品が展示されています。

開催場所：クラクフ，日本美術技術博物館 Manggha マンガ，ul. M. Konopnickiej 26

詳細：http://manggha.pl/exhibition/25

〔開催中〕 荒木経惟＆パヴェウ・ヤシュチュックの写真展示会【11 月 7 日 (金) ～12 月 14 日

（火）】

ワルシャワにて，ライカギャラリー主催による『荒木経惟＆パヴェウ・ヤシュチュック写真展示会』

が開催中です。

開催場所：ワルシャワ，ライカギャラリー, ul. Mysia 3

詳細：http://leica-camera.pl/aktualnosci/wydarzenia/araki-i-jaszczuk/

〔開催中〕 ポーランドの日本美術傑作展 【11 月 30 日 (日) ～5 月 18 日（月）】

クラクフにて，日本美術技術博物館 Manggha 主催による『ポーランドにおける日本美術傑作

展』が開催されます。葛飾北斎の東海道五十三次浮世絵をはじめとする浮世絵，彫刻，絵画に

加え，根付や屏風，着物，楽器，武具，刀剣など，多岐に亘るジャンルの日本美術品が展示され

ます。

開催場所：クラクフ，日本美術技術博物館 Manggha，ul. M. Konopnickiej 26

詳細：http://manggha.pl/exhibition/26

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。

皆様からの情報提供をお待ちしています

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。）

【お問い合わせ・配信登録】

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                            

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。

在ポーランド日本国大使館 newsmail@wr.mofa.go.jp（ご連絡は電子メールでお願いします。）


